
 

 

 

 

 

 

 

  
 

① 退職代行業者についてのアンケート調査 

エン・ジャパン株式会社が運営する総合求人サイト『エン転職』上で、ユーザーを対象に「退職

代行」について実施したアンケートの結果が公表されましたので、ご紹介いたします。 

① 退職代行業者って？？？ 

「退職代行」とは、労働者本人に代わって、代行業者や弁護士が会社に退職の意思を伝えるサービスです。 

「退職代行というサービスを知っていますか？」との問いに、７２％が「知っている」と回答しました。 

年代別でみると、４０代以上の認知度が６４％に対し、２０代は８３％と、１９ポイントの差がありました。 
 

② 退職代行業者の利用率 

「退職代行サービスを利用したことがありますか？」との問いに、９３％が「ない」と回答。 

利用経験のない方に理由を伺うと「退職意向は自分で会社に言うべきだと思うから」（４４％）が最多でした。

一方で、「ある」は全体の２％。利用の理由トップは「退職を言い出しにくかったから」（５０％）で、 

特に２０代の回答が目立ちました。 

３０代、４０代のトップは「すぐに退職したかったから」（３０代：５２％、４０代以上：４５％）でした。 
 

③ 退職代行業者を利用した方のエピソード 

・人間関係が悪かったのと、仕事の内容が合わなくて辞めたかった。退職したい意思を認めてもらえないような

気がしたので、退職代行を使った。（２４歳男性） 

・連日の残業で体調を崩し、精神的にも不安定だったので、救いを求めて利用した。（２７歳男性） 

・何度も退職希望について伝えたが辞めさせてもらえず、やむを得ず代行を使った。（３２歳女性） 
 

④ 業者を介さずに自らが退職を伝えるには… 

退職代行サービスを利用したことがある方に「どのような環境や条件があれば、退職代行を利用しなかったと

思いますか？」と伺うと、第１位は「上司が話しやすい」（６０％）、次いで「職場の人間関係がよい」（５６％）、

「退職意向をきちんと認めてくれる風土がある」（４２％）が続きました。 

 

② 令和６年３月分（４月納付分）から協会けんぽの保険料率が改定されます。 

令和６年度の協会けんぽの健康保険料率及び介護保険料率は本年３月分（４月納付分）からの適用です。 

尚、神奈川支部につきましては保険料率に変更はございません 

 令和６年２月まで  令和６年３月～ 

健康保険料率（東京支部） １０，００％ ９，９８％ 

健康保険料率（神奈川支部） １０，０２％ １０，０２％ 

健康保険料率（埼玉支部） ９，８２％ ９，７８％ 

健康保険料率（千葉支部） ９，８７％ ９，７７％ 

健康保険料率（栃木支部） ９，９６％ ９，７９％ 

健康保険料率（群馬支部） ９，７６％ ９，８１％ 

健康保険料率（茨城支部） ９，７３％ ９，６６％ 

介護保険料率 １，８２％ １，６０％ 

給与計算の際は控除する保険料の金額にご注意ください。 
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③ 令和６年度労災保険料率のお知らせ（前年度より変更がございます） 

労災保険率は、業種ごとに定めており、それぞれの業種の過去３年間の災害発生状況などを考慮し、 

原則３年ごとに改定しています。 

令和６年度は労災保険率を業種平均で０．１/１０００引き下げになります（４．５/１０００ ⇒ ４．４/１０００）。 

 全５４業種中、引下げとなるのが１７業種、引上げとなるのが３業種です。 

以下、料率が改定される業種につきまして抜粋いたします。            （単位１/１０００） 

業 種 現 行  令和６年４月～ 変化 

林業 ６０ ５２ 

↓ 

定置網漁業又は海面魚類養殖業 ３８ ３７ 

石灰石鉱業又はドロマイト鉱業 １６ １３ 

採石業 ４９ ３７ 

水力発電施設、ずい道等新設事業 ６２ ３４ 

機械装置の組立て又は据付けの事業 ６，５ ６ 

食料品製造業 ６ ５，５ 

木材又は木製品製造業 １４ １３ 

陶磁器製品製造業 １８ １７ 

その他の窯業又は土石製品製造業 ２６ ２３ 

金属材料品製造業 ５，５ ５ 

金属製品製造業又は金属加工業 １０ ９ 

めっき業 ７ ６，５ 

その他の製造業 ６，５ ６ 

貨物取扱事業 ９ ８，５ 

港湾荷役業 １３ １２ 

船舶所有者の事業 ４７ ４２ 

パルプ又は紙製造業 ６，５ ７ 

↑ 電気機械器具製造業 ２，５ ３ 

ビルメンテナンス業 ５，５  ６ 

 

④ 令和６年度雇用保険料率のお知らせ 

令和６年度の雇用保険料率につきましては前年度より変更ございません。 

 

 

 

労働者負担 

 

雇用保険料率 事業主負担 失業等給付の 

保険料率 

雇用保険二事業の 

保険料率 

一般の事業 ６／１０００ ９，５／１０００ ６／１０００ ３，５／１０００ １５，５／１０００ 

農林水産 

清酒製造の事業 
７／１０００ １０，５／１０００ ７／１０００ ３，５／１０００ １７，５／１０００ 

建設の事業 ７／１０００ １１，５／１０００ ７／１０００ ４，５／１０００ １８，５／１０００ 

 


